
 

原 議 保 存 期 間 １年（令和10年３月31日まで） 

有 効 期 間 二種（令和８年11月16日まで） 

  警 視 庁 交 通 部 長 警察庁丁交企発第204号、丁生企発第594号

  警 視 庁 生 活 安 全 部 長 丁人少発第844号、丁運発第228号

  警 視 庁 地 域 部 長　 令 和 ８ 年 ９ 月 2 9 日
殿

  各 道 府 県 警 察 本 部 長 警 察 庁 交 通 局 交 通 企 画 課 長

  （参考送付先） 警察庁生活安全局生活安全企画課長

  　警察大学校交通教養部長 警察庁生活安全局人身安全・少年課長

　警察大学校生活安全教養部長 警 察 庁 交 通 局 運 転 免 許 課 長 

 　科学警察研究所総務部長

 　皇 宮 警 察 本 部 副 本 部 長

 　各管区警察局広域調整担当部長

 　　　アルコール関連問題啓発週間における広報啓発の取組について（通達）

アルコール関連問題啓発週間（以下「週間」という ）については、アルコール健康。

障害対策基本法（平成25年法律第109号）において、毎年11月10日から同月16日までと

定められているほか、アルコール健康障害対策推進基本計画においても、週間等の機会

 を通じた飲酒に伴うリスクに関する知識の普及の推進が掲げられている。

各都道府県警察にあっては、本週間に当たり、アルコール関連問題（アルコール健康

、 、 、 。 。）障害及びこれに関連して生ずる飲酒運転 暴力 虐待 自殺等の問題をいう 以下同じ

 に関し、従来の施策と有機的に連携させた広報啓発に取り組まれたい。

 記

 １　期間

 　　令和８年11月10日(火)から同月16日(月)までの間

 ２　目的

 　　国民の間に広くアルコール関連問題に関する関心と理解を深めるため

 ３　留意事項　　

　　アルコール健康障害対策基本法第10条第３項では 「国及び地方公共団体は、アルコ、

ール関連問題啓発週間の趣旨にふさわしい事業が実施されるよう努めるものとする 」。

と規定され、関係府省庁が連携して取り組んでいることから、必要に応じて関係機関

 ・団体に周知し、又は連携を図るなど、効果的な広報啓発となるよう留意されたい。

 

                                   

　　　　　　　　　　　　　　　　


